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1976年、南風原町出身。日本文理大学工

学部卒業。東京の大手空調設備会社を経

て、2002年、沖縄県内大手電機メーカーに

入社。ZEB事業化提案営業を行う。2020

年、県外のZEBコンサルティング会社でZEB

事業化申請業務に携わり、2021年、株式会

社SEEPを設立する。
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切です。

　顧客を創造するために横のつながりは大きな力になっ

ており、多くのZEBプランナーの中から「誰と仕事をしたい

か」と選んでいただくためには、仕事以外のつながりで信

頼関係を築くように心がけています。沖縄工業高校時代

に所属していたテニス部の先輩方々には建築関係の人

もいるので助けられています。そのほか一般社団法人沖

縄県建築士事務所協会の賛助会員として交流を図り、人

脈を広げているところです。

　2016年11月に発効されたパリ協定において、日本は

2030年度までに2013年度比46%の温室効果ガスの

削減目標を掲げています。目標達成には家庭部門、業務

用部門にそれぞれの削減目標が掲げられています。2022

年4月、新たに閣議決定された建築物省エネ法改正案で

は、2025年までに全ての住宅・建築物に対して省エネ基

準が義務付けられ、2050年にはストック平均でZEB水準

の性能が確保されている状態を目指すことになりました。

　ロシアのウクライナ侵攻に伴うエネルギー価格高騰の

対策に省エネは大きな鍵を握っています。また、SDGsの

取り組みでもZEBは大きな役割を担っていますが、いまだ

にZEBの認知度が低く普及が進まない状況です。「ZEB

は難しくて費用がかかる」と考えている人もいます。光熱費

一緒に考えないといけません。省エネだけで消費エネル

ギーをゼロにすることは難しく、創エネルギーとの組み合わ

せが必要です。また、環境省は先進的な技術と組み合わ

せたZEBの運用実績の蓄積・公開・活用を図ることを目的

に実証事業に取り組んでおり、補助金などで支援していま

す。事業では設備内容やどれだけ省エネできているのか

報告しなければいけないため、創蓄連携システムとBEMS

は必須となります。

　しかし、これらをまとめて行うには作業量も大きくなるた

め、建築設計事務所への委託料が膨らみ、事業主の負

担となるケースがあります。そこで当社では、事業主の負

担を軽減するためのサポートとして、特殊性の高い創蓄連

携システムとBEMSの専門企業と連携し、一本化するこ

とでスムーズな事業化を図っています。

　大切にしているのは「顧客を創造する」「常にお客さま

視点で、さまざまな相談に乗る」「社員、社員の家族の生

活をしっかりと支える」「協力企業への敬意」です。

　新築・既存建築物のZEB化は、従来の省エネ設計では

未開拓の領域で、ZEB基準達成は建築に携わる人との

相互理解が必要です。ZEBに携わる建築設計事務所や

役所の職員に向けて、ZEBの説明や事業化シミュレー

ションを行うことで、多くの人に興味を持ってもらうことが大

削減よりも人件費、ホテルや商業施設では集客が優先さ

れるなど、ZEB化の取り組みには課題も少なくありません。

議論しやすい判断材料として、一手間かけて省エネを見え

る化することが当社の役割です。

　これまで培ってきた建築設備機器の営業・販売・工事の

経験を生かし、沖縄の気候、風土、文化に合わせたZEB設

計のほか、創蓄連携システムとBEMSの導入支援業務を

同時に行うことで「沖縄型ZEB」の構築を目指しています。

　今後は、脱炭素社会の実現に向けた建築基準法や建

築物省エネ改正法の施行により、省エネ適合判定申請

業務やBELS（建築物省エネルギー性能表示制度）認証

取得申請業務の需要は高まると予測されます。沖縄県の

自治体においても脱炭素化及び公共施設の長寿命化な

どを課題として掲げています。こうした公共既存建築物の

ZEB化リニューアルに対して、自治体と協働してZEBプラ

ンナーとして携わっていきたいと思います。

　ZEBの市場規模は2015年にスタートしたときから

2030年までに約40倍に成長すると予測されており、国

内の建築業界各社はZEBを目標に建築を推進していま

す。今後、さまざまなニーズに応え、おきなわSDGsパート

ナー企業として持続可能な社会の実現に貢献し、新たな

雇用が創出できるようにまい進していきたいと思います。

　環境省が推進しているZEB（ゼブ）の導入を支援して

います。ZEBとはNet Zero Energy Buildingの略称で、

快適な室内環境を実現しながら、建物内の消費エネル

ギーをゼロにすることを目指した建物のことです。

　現在、300平方メートル以上の建物を建てるときは、建

築物省エネ法の改正により省エネ適合判定を受けなけ

ればいけないと定められています。従来の建物の必要エ

ネルギーを100%とすると、判定ではそれを下回ることが

条件になっており、ZEBでは50%以上削減を目指してい

ます。導入にあたって、ZEBコンサルティングとして消費

エネルギー量等を数値化して提案させていただいていま

す。これまで仲本工業さまをはじめ、複数社のZEB化事

業に向けたZEBプランナー業務に携わらせていただきま

した。

　ZEBに大きく関係してくるのが空調設備です。暑い沖

縄県では、一年を通じて空調設備を使用する機会が多く、

省エネへの関心度も高いため、沖縄県ではZEB化事業

に対して多くの実績を出しています。ただ50%削減を目指

すわけですから「冷えないのでは」と不安に思う方もいま

す。その不安を払拭するため事業主や建築設計事務所、

建築会社に対し、具体的な数字を示し、ランニングコストを

抑えられるなどのメリットを伝えながら理解を得られるように

しています。

事業内容について

持続可能な社会の実現へ

ZEBコンサルティングとして

沖縄県に貢献していきたい
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会社の強み

設立の経緯

大切にしていること

ZEB化のコンサルティングに携わった仲本工業本社社屋パース図
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快適な室内環境を実現しながら、建物内の消費エネル

ギーをゼロにすることを目指した建物のことです。

　現在、300平方メートル以上の建物を建てるときは、建

築物省エネ法の改正により省エネ適合判定を受けなけ

ればいけないと定められています。従来の建物の必要エ

ネルギーを100%とすると、判定ではそれを下回ることが

条件になっており、ZEBでは50%以上削減を目指してい

ます。導入にあたって、ZEBコンサルティングとして消費

エネルギー量等を数値化して提案させていただいていま

す。これまで仲本工業さまをはじめ、複数社のZEB化事

業に向けたZEBプランナー業務に携わらせていただきま

した。

　ZEBに大きく関係してくるのが空調設備です。暑い沖

縄県では、一年を通じて空調設備を使用する機会が多く、

省エネへの関心度も高いため、沖縄県ではZEB化事業

に対して多くの実績を出しています。ただ50%削減を目指

すわけですから「冷えないのでは」と不安に思う方もいま

す。その不安を払拭するため事業主や建築設計事務所、

建築会社に対し、具体的な数字を示し、ランニングコストを

抑えられるなどのメリットを伝えながら理解を得られるように

しています。
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株式会社SEEP
佐久田潔人
うるま市具志川２０８番地
300万円
ZEBコンサルティング、
省エネ補助金申請代行業務、
省エネ適合性判定に関わる
省エネ計算業務
美里支店
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